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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

面積 17.18 k㎡

人口 30728 人
※R7.2.1現在

公立中学校数 ２ 校
（＋分校１）

公立中学校
生徒数

770 人
※R7.2.1現在

部活動数 運動部22
※文化部10

市区町村の協議会・

検討会議等の設置

状況

「大磯式部活動運営会
議兼大磯町立学校部
活動等検討委員会」と
して設置済み

市区町村の推進計

画・ガイドライン等の策

定状況

「大磯町立学校に係る
学校部活動の方針」とし
て策定済み※R6.8月に
改定済み

大磯町には、２つの町立中学校があり（大磯中学校、国府中学校）、両校合わせて22の運動部活動がある。

少子化に伴い子どもの人数、教員数が減少する中で、複数顧問制を存続することは難しくなってきていた。ここ数

年でも、入部率に大きな減少は見られないが、町立小学校の在籍人数を見ると、3～5年ほどで大きな減少が見

込まれている。しかし令和4年度より、実証事業を開始し、現状と課題を整理したところ当面は「部活動」「地域部

活動（クラブ）」の併存が必要であることが明らかになった。そこで大磯町は従来の学校部活動の良さを維持しつ

つ、少子化対応や教員の働き方改革につながる独自の改革として「大磯式部活動」を令和６年５月よりスタート

した。

休日のみだが、地域の指導者を顧問として扱えるようにし、教員でなくても部活の単独運営や大会引率を可能に

した。また、大磯式部活動に登録した指導者はクラブのスタッフという形で、指導者報酬を受け取れる仕組みを作っ

た。

大磯中 R1 R2 R3 R4 R5 R6

在籍数 409 423 431 431 421 421

運動部人数 206 215 238 244 221 208

部活入部率 75.6% 79.2% 84.7% 82.1% 84.3% 81.5%

運動部入部率 50.4% 50.8% 55.2% 56.6% 52.5% 49.4%
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国府中 R1 R2 R3 R4 R5 R6

在籍数 340 345 332 322 334 325

運動部人数 181 176 191 170 167 144

部活入部率 80.3% 74.5% 79.5% 78.0% 77.5% 65.5%

運動部入部率 53.2% 51.0% 57.5% 52.8% 50.0% 44.3%
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

令和６年

2月 各種スポーツ団体との情報共有・意見交換
学校への説明

3月 総合文化SCとの定例会① 指導者登録
4月 指導者調整
5月 大磯式部活動（兼本事業）開始
7月 大磯町立学校部活動等検討委員会（第１回）

（町関係各課・学校・総合文化SC関係者）
7月 総合文化SCとの定例会②
10月 総合文化SCとの定例会③
11月 R7に向けた「大磯式部活動」の検討と予算案
12月 実務課題検討会議（臨時）

（学校・総合文化SC関係者）

令和７年

1月 部活動検討会（3学期）
（町関係各課・学校・総合文化SC関係者）

2月 総合文化SCとの定例会④
3月 大磯町立学校部活動等検討委員会（第２回）

次年度に向けた指導員への説明会
指導者新規登録・継続登録
次年度最終調整・準備

※指導者の募集・派遣は通年を通して実施

活動場所は、基本的に学校施設となる。「休日の部活動指導」を希望する教員、地域
住民、保護者には、総合文化スポーツクラブ（以下「総合文化SC」）に登録後、総合
文化SCと大磯町教育委員会、学校で指導者を調整し、学校部活動に総合文化SC
のスタッフとして、派遣する形をとる。
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

運営主体の選定について

運営主体として国のガイドラインで示すモデ
ルは「市町村運営型」や「地域スポーツ団体・
文化芸術団体等運営型」などが示されており、

大磯町教育委員会はそれぞれの運営型に当
てはまる大磯町の各種団体と交渉を行ってき
た。
まず、大磯町が目指すモデルとして、今学

校にある「全種目に対応できること」「文化部
対応も可能なこと」を考えたときに、総合型地
域スポーツクラブ運営型が望ましいという点が
挙げられた。
さらに各団体に「運営主体となることは可

能か」という町教委の打診に対して、「可能で
ある」という回答があったのは表に示す2団体
のみであった。そのうちの1つは民間企業であり、
高額な手数料が必要であると予想された。

さらに令和5年8月の教育委員会と各種スポーツ団体との協議会にて、「大磯町体育協会」「大磯うみくらぶ」「町内スポーツ団体」の3団体においては
「運営の主体とはなれないが、星槎スポーツクラブに協力はできる」という意思を示してくれた。
以上の理由から、令和6年度においては星槎湘南大磯総合型スポーツクラブを運営主体とした。今後、運営主体の意思をもつ団体が出てきた場合、

委託先についてもまだまだ検討の余地がある。
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取組内容

2.実証内容と成果
ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

運用
（謝金対象となる）活動について 国のガイドライン、労働基
準法に準じて行う
・休日（祝日を含む）のみの適用
・原則、土日のどちらか3時間まで。
・大会参加等で土日に活動した場合は休養日を他の日に振り
返る。
・祝日に活動する場合には週当たり2日以上の休養日を設けら
れるようにする。
・兼職兼業で希望する教員が優先。時間外勤務月45時間、年
間360時間の範囲に収まるようにする。
・「指導者」が配置できない種目は休みにする。
・謝金対象となる指導者は各部活１人まで

（参考資料）町民へ周知した回覧（4月配布）
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

派遣について
１．指導員の派遣は、各学校の定める休業日のみ。
２．中学校の派遣要請に基づき、１つの部活動につき、１日１名。
３．指導員には、１日当たり３時間を上限とし、報酬2,000円（時給）を
支払う。
４．当該中学校教諭が派遣を希望する場合は、優先して派遣を行う。
５．指導員の選任にあたっては、当該中学校長と協議を行う。

＜指導者登録数＞
（令和６年12月4日現在）

大磯中教員 国府中教員 地域 計

演 劇 2 0 0 2

科 学 0 0 0 -

家庭科 0 0 0 -

剣 道 0 2 1 3

サッカー 2 1 2 5

柔 道 1 0 0 1

吹 奏 楽 1 2 2 5

生物園芸 0 0 0 -

ソフトテニス 0 2 5 7

卓 球 2 3 3 8

バスケットボール 3 3 1 7

バレーボール 1 2 0 3

美 術 0 0 0 -

文 芸 0 0 0 -

野 球 1 1 1 3

29 15 44

指導者の募集・登録の流れ



7

取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

※地域移行を目指すと言っても、現状では地域の指導者だけで、

部活動の運営は不可能である。両校での説明会時には、新しく

始まる「大磯式部活動」の概要説明に加えて、先生方に指導者

登録の希望を聞き、同時に地域に推薦できる指導者の発掘・育

成の依頼もした。

大磯町長と学校との意見交換会・指導者登録説明会

日時：令和６年３月26日（火）16:00 ～
会場：大磯町立大磯中学校 多目的室
参加者：池田町長、教育長、大磯中学校長・教頭、
国府中学校長、教育部長、学校教育課長、
学校教育課主幹・副主幹大磯中学校での説明会

日時：令和６年２月１日(木) 16:00～
会場：大磯中学校職員室
参加者：学校教育課・大磯中全教職員

国府中学校での説明会

日時：令和６年２月14日(水) 15:00～
会場：国府中学校職員室
参加者：学校教育課・国府中全教職員

意見交換会で教員から出た意見

・外部の方を入れるのはいいが、自分がメインでやりたい思いのあり先生もいる。

そういう方の思いは尊重してほしい

・子どもの安心・安全な活動をする上で、複数で指導することは重要である。

今後は報酬対象人数の拡充もお願いしたい。

大磯式部活動の実施に向けて
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

「休日の部活動に対して、引き受けることができるか」教員への調査
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2月調査【R5】 2月調査【R7】

2月調査【R7】では、50％近い教員が「引き

受けることができる」と回答。この数値から、町立

学校にある22運動部のうち、19運動部活動に

ついて教員でカバーできる。

さらに、町内の「退職教員」「小学校教員」

「生沢分校の教員」「管理職」「指導主事」等に

おいて、「所属教員以外の教育関係者が学校

部活動の指導が可能な仕組みがあるならば、

指導しても良い」という意思を持つ方も昨年度

同様多数おり、教育関係者で全種目カバーで

きる可能性もある。

しかし、教員の働き方改革や子どもの指導やト

ラブル・けが等の対応に対し1つの部に対して複

数の指導者配置も必要であり、指導の専門性

の確保、今後の地域移行や地域展開を考える

と、教員ではない指導者の発掘は必須である。

【成果】

2月調査【R7】は2月調査【R5】とくらべ、「分からない」が減っている。大磯町の方向性が明確化し、1年間改革を踏み切ったことで、部活指導の希望意思が

「ある」「ない」と明確に意思決定がしやすくなったことは改革の1つの大きな成果と言える。

【課題】

一方で、「ある」と答えた教員の中では「休みたいが子どものために・・・」「周りの先生がやっているから私も・・・」「外部指導者に任せるのは不安だから・・」という

思いがある可能性は否定できない。同調圧力や責任感、外部指導者の質の心配等、様々な課題がある。今後も先生方の声に寄り添って取り組むことも重要

視したい。
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取組内容

2.実証内容と成果

・スポーツクラブと連携し、教員で賄えない部活

動に指導者を派遣する。

・派遣された指導者は「部活動指導員」を兼

ね、単独運営・引率を可能とし、「指導を希望

しない教員」によって顧問をあてがえない部に対

応する。

・教員をスポーツクラブのスタッフとすることで、町

独自の報酬支払いを可能とする。

令和７年２月に実施した教員向けアンケートでは、スポーツク

ラブとの連携による指導者派遣を行う大磯式部活動の取組によ

り、約半数の教員が「指導を希望しない教員が休日の部活動か

ら離れやすくなった」と感じている。一方で、「あまりそうは思わな

い」と回答する教員も一定数おり、制度として整えたものの利活

用方法や保護者への周知等が課題として残った。

また、地域の指導者が積極的に関与する部活動となるべく支

援策を検討している町の方向性には、およそ９割の教員が賛同

しており、大磯式部活動の方向性が広く受け入れられ、学校が

求めている改革と同じ向きで進められていることが分かった。

学校部活動の指導者について、外部人材

を充て、教員の負担軽減を図る方向性は効

果的であり、多くの教員がこの取組についてよ

いと感じていることがわかった。しかし、その利用

が深まらず、依然として負担軽減がなされない

教職員が約半数いることは課題である。これ

は「部活動は学校の先生が見るべき」という地

域や保護者、一部の教職員の考えが根強く

あり、取組の推進には丁寧で根気強い説明が

必要不可欠であることが分かった。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果 今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

教員・地域の指導者によるアンケートより抜粋 （ R7．２月実施）
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 エ：面的・広域的な取組

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

大磯式部活動開始を受けて令和6年8月に
「大磯町立学校に係る部活動の方針」を改定

部活動は、生徒が各種活動に取り組む契機や各分野の人材育成の場として、ス
ポーツや文化、科学等の振興を大きく支えてきた。その在り方に関する様々な議論を踏
まえ、平成30年に、スポーツ庁から「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライ
ン」また、文化庁から「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン（以下、「国
の部活動ガイドライン」という。）が策定された。これを受けて大磯町教育委員会では、
平成31年に「大磯町立学校に係る部活動の方針」を策定した。

そして令和２年に、スポーツ庁による「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革につ
いて」が策定され、休日の部活動の段階的な地域移行が示された。令和４年にスポー
ツ庁・文化庁は、部活動の地域移行に関する検討会議の提言が示されたことから、平
成30年に策定した「国の部活動ガイドライン」を全面的に改定した「学校部活動及び
新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」を令和４年12月に
策定した。また、神奈川県及び神奈川県教育委員会においても、令和５年に「神奈
川県の学校部活動に関する方針【改定版】」を策定した。

こうした国や県の動きを受け、大磯町では、将来にわたり子どもたちがスポーツや文化
芸術に継続して親しむことができる機会の確保と、学校の働き方改革の推進を目指し
ていくこととした。そのために、学校だけでなく地域全体で学校部活動を支えていく仕組
みを「大磯式部活動」として、令和６年５月より実施した。この仕組みによって、学校
部活動の良さを生かしながら、休日の部活動の地域移行を段階的に進めていく。

大磯町教育委員会は大磯式部活動の実施と国や県の新たな方針を受け、「大磯
町立学校に係る部活動の方針」を改定することとした。

（参考資料）学校へ周知した概要プリント
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令和6年度（５月～12月）地域スポーツクラブ活動（大磯式部活動）の活動・運営実績

2.実証内容と成果
活動

月に４～５回の活動
1回の活動は3時間まで
部活動ガイドラインの範囲内

休日活動実績

種目

5
月

6
月

7
月

８
月

９
月

10
月

11
月

12
月

回 回 回 回 回 回 回 回

大
磯
中

女ソフトテニス 3 3 4 4 5 5 6 6

男ソフトテニス 5 2 4 4 5 5 6 8

野球 4 5 6 2 5 3 3 4

男バスケ 6 3 2 1 6 4 5 4

女バスケ 6 5 3 2 6 8 5 4

男子サッカー 5 4 5 3 6 5 4 3

バレーボール 6 4 4 2 6 5 5 2

柔道 6 5 2 5 6 3 5 4

国
府
中

女バスケ 6 4 2 3 4 3 3 2

男バスケ 4 5 3 4 3 3 3 2

男女ソフトテニス 6 7 5 2 2 8 7 8

サッカー 5 2 4 4 4 7 6 6

剣道 1 1 2 3 3 2 2

野球 4 5 3 3 5 5 3

バレーボール 3 3 2 1 3 4 2 3

男卓球 8 6 7 5 5 5 5 3

女卓球 7 6 6 7 4 7 6 3

外部コーチがどの部活にもいたらいいなと思う

部の活動をもっと増
やしてほしい

中学校だけの部活ではなく
大磯町の部活にしたい

部活のコーチが替わらないでほしい。
替わるとやりずらい

今、部活がとても楽しいです

いい！
もっと地域の人と関わりを増やした方が
先生たちも楽になりそう

ソフトテニス、県大会4連覇？！
強いですね。

子どもたちの声
R7．２月調査より
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取組内容（教員・地域の指導者によるアンケートの実施） R7．２月調査より

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

令和6年度の学校全体の部活動で、子どもたちの成長や変化を感じ
ましたか？

教員回答

地域の
指導者回答

休日の部活指導を希望する教員にとって、報酬をつける仕組みが指導者
全体のモチベーションにつながっていると感じますか？

大磯式部活動として、部活動の顧問をやらせていただき、生徒の
成長に関わらせていただき感謝しています。

生徒の成長に関わる仕事をすることは私にとって働き甲斐のあることで、
休日の活動も、平日の活動も今の現状なら負担ではありません。今
後もこのような形で続けさせていただけたらと思います。よろしくお願いし
ます。

教員の声地域の指導者の声

教員回答

地域の
指導者回答
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2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

教員回答

地域の
指導者回答

指導者を増やしたり、質を向上させたりするためには、どのような改善
が必要だと思いますか？大切だと思うものを最大3つまで選んでくださ
い。

国は部活動改革（地域移行・地域展開）において、可能な限り平日も行 うことを
推奨しています。平日の部活動改革を進めるにあたって、大磯町ではどのようなこと
が重要だと思いますか？重要だと思うもの最大2つまで選んでください。

【考察】
報酬増によるモチベーションの向上や新たな人材発掘については、指導者側はとてもいいことであると感じている反面、人材の質を懸念している意見も多かっ
た。研修制度の整備、クラブ体制の強化・教員以外の指導者の発掘を望む点は教員と地域の指導者の考えは概ね一致している。スポーツの技術が高い指
導者ばかりが増えて、技術指導ばかり重視することにならないよう留意して事業を進める必要がある。

取組内容（教員・地域の指導者によるアンケートの実施 ）R7．２月調査より
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2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実②

【考察】

小中学生とも、バドミントン、陸上、ダンスが圧倒的ニーズがあることが明らかになった。「ニーズがあること」「指導者のなり手がいること」「学校の協力が得られる

こと」等の条件が揃えば、新しい部の新設や、ニーズの少ない部の廃部等を検討し、現状に最適化した種目に少しずつ変えていくことも必要と考えられる。

こんな部活があったら入部したい！R7．２月調査（小学生）

こんな部活があったら入部していたかも！R7．２月調査（中学生）

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組内容（部活動を今の現状に最適化させる未来を目指し町立小学校5，6年生と中学生に、「部活動ニーズ調査」を実施）
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等①

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

休日部活動指導、兼業届で教員にも報酬 神奈川県大磯町が独自支援

2024/2/8 朝日新聞に掲載

本年度の工夫

令和6年度においては町独自の財源
で、指導者報酬、保険代、クラブへの
運営費を負担。このことによって、大磯
町は令和6年度については受益者負
担はこれまでの部活動と変わらない方
針を取った。また、練習場所も学校内
の施設をフル活用することで、子どもた
ちにとっては慣れた環境で安心安全な
環境を担保し、会場費用も新たに発
生しないようにした。

こうして学校や家庭、特に子どもたち
にとって環境の激変が無いように様々な
配慮をした。

課題
財源が永久に確保できるとは限らない。持続可能な活動にするには、受益者負担への
意識改革も必要である。そこで令和7年度以降は適正な受益者負担を検証していく必
要がある。

財源確保のために今後も検討していくこと

・町の一般財源

・企業版ふるさと納税

・スポンサー収入

・国や県からの補助金

・クラウドファンディング

・受益者負担
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・既存の学校部活動という子どもにとって慣れ
た環境下を活用することで、「安心・安全」な
活動を保障する。

・学校施設を活用することで、会場利用に係
る費用等を抑え、新たな受益者負担を発生
させないようにする。

・部活動の参加率を維持、もしくは上昇させ、
子どもの「体験格差」が広がらないようにして
いく。

・家庭の経済状況等に関わらず、全ての子ど
もに文化スポーツ活動に触れられる機会を提
供できるようにする。

・総合文化SCと連携し、専門的かつ教育的
な指導ができる人材の発掘・育成を継続的
に行う。

・指導を希望する教員の力を活用・発揮でき
るようにし、平日・休日間での指導の一貫性
を担保する。

・指導を希望しない教員において「休日の部
活動に従事しない」選択ができるようにする。

学校部活動の良さも最大限引き出す大磯町独自の部活動改革
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総括・成果の評価・今後に向けて R7．２月調査より

2.実証内容と成果

令和7年度以降、大磯式部活動をさらに発展させるために、どのような点を強化すべきだ
と思いますか？大切だと思うものを最大２つまで選んでください。

教員回答

地域の指導者回答

【考察】
教員も地域の指導者も「学校負担の更なる軽減」「待遇改善」「外
部指導者の活用促進」が必要だという意識はほぼ一致している。
一方で、地域の指導者のみに特徴的なところは、インタビュー調査を
した時も同様であったが、指導の一貫性や子どもの状況をしっかり把握
する上でも「クラブとの連携強化」については切実に願っていいることがう
かがえた。
学校内で収束せずに、さらに情報を共有し、地域への展開を進めて
いくことが地域の指導者をまき込む一つのヒントとなりそうだ。

課題の整理

今のまま進めててよいと思いますが、地域の子どもと関わる機会を増や
したいという理由で部活動をやりたい方もいます。クラブを通すことで、
子どもの状況をもっと共有できると、より良い指導、学校との連携につな
がると思います。

地域にお願いしたい部活については荒療治で
はあるが期限を切っていつまでに地域に移行
できなければ廃部にすることを地域、学校、
保護者、生徒の共通理解のもと粛々と行う
のはどうでしょうか？

働き方改革の面からは教員の勤務時
間内のみの活動にするべきかと思いま
す

受益者負担の原則
を保護者に訴えるこ
とも必要かなと思い
ます

教員の声

地域の指導者の声
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果

●成果の評価●総括

R4,5の実証事業においては、クラブ化することでの活動費用の高額化、活動場所への送迎と

いった学校部活動中には想定していなかった保護者負担が発生し、その結果子どもの文化ス

ポーツ活動への参画人数が減少する懸念の声があった。また、学校部活動はこれまで子どもたち

の「文化スポーツ活動への体験格差」を軽減する役割を担っていたが、今回の事業を進めていく

中で地域移行が子どもの「体験格差」の拡大につながってしまうといったことを懸念していることが教

員・地域の指導者・子どもたちからのアンケートと等で明らかになった。また運営体制の変化により、

教員が予定表・実績表の作成提出など、新たな事務負担が発生している点もある。

こういった課題に対して、大磯町では国が示している学校部活動の地域移行化を目的としつつ

も、独自の取組みとして指導者や練習場所という地域のリソースが十分整備されるまでの期間を

「暫定措置（激変緩和）」として学校部活動へ支援を行い、段階的な地域移行を目指す。ま

た令和７年度においては、教員の負担軽減とともに文化活動への支援の拡充や、指導者の質

を上げるための研修の充実、さらに派遣する指導者の増員などを行うことで大磯式部活動の更な

る発展を目的とする。

●今後に向けて

国が示す部活動の地域移行の方針を受けて、大磯

町では休日の部活動から段階的に地域移行をしていく

方向を模索した。地域移行に対する地域の実状や、

生徒及び保護者への影響等を考慮した結果、従来の

学校部活動の枠組みは維持しつつ休日に限り地域の

「NPO法人総合型地域スポーツクラブ（以下「文化ス

ポーツクラブ」とする）」から教員を含む外部指導者を

中学校の部活動へ派遣する「大磯式部活動」という独

自の仕組みを整え、令和６年５月より導入を開始し

た。

大磯式部活動の導入により、「子どもたちの活動機

会の確保」や「教員に限らず、地域の指導者が主担当

となれる仕組みの創設」、「指導を希望する教員の活

用」等の実現や、大磯町立学校に係る部活動の方針

（町のガイドライン）に則った、限られた時間の中で質

の高い活動ができる環境を目指すことになった。令和

７年度においては、現行のスポーツ活動だけでなく、文

化活動への支援も強化していく。加えて指導者の質を

上げるための研修や、1つの部に複数の指導者を派遣

できるよう整備を行い、教育的・技術的な指導体制の

拡充により大磯式部活動の更なる発展を目指す。

【評価5】既存の学校部活動という子どもにとって慣れた環境下を活用することで、「安心・安全」を保障。

【評価5】学校施設を活用するこで、会場用費用を抑え、新たな受益者負担を発生させないようにする。

【評価3】部活動の参加率を維持、もしくは上昇させ、子どもの「体験格差」が広がらないようにしていく。

【評価2】文化スポーツクラブと連携し、専門的かつ教育的な指導ができる人材の発掘・育成を継続的に行う。

【評価4】指導を希望する教員の力を活用・発揮できるようにし、平日・休日間での指導の一貫性を担保する。

【評価3】教員の働き方改革を促進し、指導を希望しない場合「部活動に従事しない」選択ができるようにする。

【評価５】十分達成した項目
【評価４】おおむね達成できた項目
【評価３】達成できた項目
【評価２】やや不十分な項目
【評価１】不十分な項目
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2.実証内容と成果

参考資料

アンケート結果・広報資料

（参考資料）広報おおいそ 令和6年5月号 その１
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2.実証内容と成果

参考資料

アンケート結果・広報資料

（参考資料）広報おおいそ 令和6年5月号 その２
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アンケート結果・参加者の声

2.実証内容と成果

（参考資料）広報おおいそ 令和6年11月号
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

剣道（試合形式練習） 野球（練習試合）

バレーボール（大会）

バスケットボール
（ゲーム練習）

ソフトテニス（基本練習） サッカー（トレーニング）
卓球（大会）
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3.今後の方向性



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

神奈川県 開成町

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

神奈川県 開成町

0465-82-5221

学校教育課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

開成町では、令和８年度地域移行本格実

施に向け令和５年度に準備委員会を発足し、

実施計画・協議等準備を行ってきた。令和６年

度以降は段階的に順次地域移行化を実施して

いく。その際に持続可能な事業となるよう町内に

存在する「一般社団法人開成町総合型スポー

ツクラブ」を核として事業全体の管理運営や指導

者の量・質の確保を行っていく。

令和６年度には令和７年度以降の実施計

画及び、実際の部活動運営を行う。文化部で

は吹奏楽部１部活をモデルとして地域移行化し、

その中で学校施設の活用、運営費の適切な収

支、指導者の量・質の確保や休日部活動の在

り方を検証していく。実施後、教員や生徒等に

対しアンケートを行い、事業の進捗、解決すべき

課題等を把握しながら、今後の計画・運営に反

映する。

面積 6.56 k㎡

人口 18,808 人

公立中学校数 1 校

公立中学校生徒数 528 人

部活動数 14 部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定済

開成町
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会

・開成町部活動地域移行準備委員会の運営

・再々委託先（開成町総合型スポーツクラブ）の指導・助言・支援

◉首長部局

・特になし

運営体制図

４月 部活動地域移行 開始

８月 令和6年度第１回開成町部活動地域移行推進委員会

１１月 令和６年度第２回開成町部活動地域移行推進委員会

１１月
～１２月 次年度に向けての予算要求・保護者等へ説明

６月
～２月 令和７年度新たに実施する部活動の地域移行に向け学

校と関係団体とで詳細の調整・実施計画の策定

３月 令和６年度第３回開成町部活動地域移行推進委員会
３月定例議会にて予算承認を受ける

地域クラブ運営

対象クラブの指導

クラブの実施場所

計画策定・推進委員会等運営



4

地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 １校 実施した地域クラブ総数 １クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） １クラブ（１部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） ０クラブ

全体の指導者数 １ 人 全体の運営スタッフ数 ３ 人

②各クラブに関すること

クラブ名
運営団
体種別

種目
※新規のものは末
尾に（新）を付ける

実施回数
実施時
間帯

参加者
（学年別）

実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

開成町総合
型スポーツク
ラブ

総合型
地域ス
ポーツクラ
ブ

サッカー部 月 ４回
8：30
～
11：30

1年 4人
2年 12人
3年 3人

年間

文命中学
校 特別
教室等
各部屋

１ 人 ３ 人 無料

中体連：部
活動
その他：地域
クラブ

③その他、体験会やイベント等の開催実績

●8月 プログラミング教室実施
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目

サッカー部

運営団体名 開成町総合型スポーツクラブ

期間と日数
サッカー：
令和6年４月～ 令和７年３月
月３～４回程度

指導者の主な属性 社会人

活動場所 文命中学校 グラウンド

主な移動手段 自転車

１人あたりの参加会費
等（年額）

無料

１人あたりの保険料 民間保険 町費

運営体制図

開成町総合型スポーツクラブ活動概要k

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等

●統括コーディネーター1名

役割：運営に際し、学校と指導者との調整を行う。また、令和７年度の実施

計画を関係者と連携し策定する。

●指導者 １ 名

役割：サッカークラブの指導を行う

●施設管理者１ 名

役割：運営時の施設管理、生徒の安全管理を行う

地域クラブ運営

対象クラブの指導

クラブの実施場所

計画策定・推進委員会等運営
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

コーディネーターは令和６年度に

実施する吹奏楽部の地域移行

の運営に際し、学校と指導者と

の調整を行った。また、令和７年

度の実施計画を関係者と連携

し策定した。

・コーディネーターが事業検証し

解決すべき課題の把握を開成

町教育委員会と協働し洗い出し

を行った。

子どもたちに自分にとっての部活動や地域クラブについて考えていることをインタビューした。
・専門的なことを教えてもらうことができる。
・新しい戦術を教えてもらえた、違うポジションにも挑戦してみたい。
【教職員】
・休日の出勤が昨年度と比較し50～70％減
・これまで専門的な指導は他の教諭に聞くことができなかったが、指導者に相談することができるようになり、より深い
活動が可能になった。

・令和7年度開成町部活動地域移行実施計画策定支援

・関係者打合せ実施/月1回

・クラブの実施、運営、施設管理、安全管理 等

・実施部活動が増加する中で運営の質の担保

・受益者負担の検討



7

取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

取組事項

取組の成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

種目 資格有無

開成町及びコーディネーターとで連携しサッカー部と調整のうえ、安定的に指導者及を確保す

る。また、令和７年度以降実施に向け、開成町及びコーディネーターは、関係団体、民間

企業等と調整し指導者の確保を行っていく。

開成町及びコーディネーターとのな連携を通じて、地域の活動が安定的に運営されるよう実施しました。この取り組みでは、スポーツ少年団、地域の

関係団体、さらには民間企業などの多様なステークホルダーと協議を重ね、特に、活動を円滑に進めるために必要な指導者と施設管理者の確保に重

点を置き、それぞれ2名の人材を選定・確保しました。これにより、現場での指導体制や施設管理の面での安定を図り、子どもに寄り添った運営が可

能となる基盤を築くことができました。 加えて、活動内容の充実を図るために子どもたちに対して直接意見を聞くことで活動の在り方を見直しました。こ

の手法では、子供たち自身が持つ希望や意欲に対して具体的な意見を引き出すことを目指し、一連の対話やワークショップを行いました。その結果、

子供たちが現在の活動内容について主体的に関わっていきたいという強い希望を持っていることが明らかになりました。これにより、従来の指導・運営ス

タイルを基にしながらも、子供たちがより主体的に参加しやすい環境を整える必要性が改めて認識され、新しい活動方針を策定するきっかけを得ること

ができました。

サッカー部 資格無
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

スポーツ協会や各種団体、民間

企業と連携し指導者の確保を

行う。また、地域移行化する部

活動数の増加に伴い、スケ

ジュールや施設利用の調整がよ

り複雑化するため、開成町、開

成町総合型スポーツクラブ及び

学校が連携する必要がある。

地域の子供たちや保護者への理解と協力を促進するため、学校との連携を深め、PTA総会や部活動説明会

の場を活用して事業内容の説明を行いました。これにより保護者の方々に事業の目的や意義を十分に伝えると

ともに、事業への関心を高めることを目指しました。さらに、説明会では専用のチラシを配布し、多くの家庭へ情

報を届け、地域全体での共感と協力の基盤を築きました。 また、指導者や運営スタッフの確保に向けて関係団

体との連携を進め、地域の人材を効果的に活用できる環境づくりを行いました。これにより、事業運営に必要な

スタッフ陣の確保を着実に進めることができました。さらに活動場所の確保に関しては公共施設と協議を重ねた

結果、活動場所を無償で提供していただくことが実現しました。このような支援は子供たちが安心して活動できる

場を提供するだけでなく、運営コストの軽減にも大きく寄与しています。

継続的な運営を行うために、地域の関係団体や住民との連携をさらに強化し、事業の目的や意義について広く周知すると同時に、スタッフとしての参加

への意欲を喚起することが重要です。さらに、スタッフのスキルアップを目的とした研修を実施するなど、長期的な育成プランを構築することも欠かせません。

加えて、活動場所として公共施設を継続的に優先利用できるようにするためには、施設を管理する自治体や関係機関との信頼関係を深め、その理解と

協力を得るための具体的な働きかけを続けていくことが重要です。具体的には、施設の利用状況や事業の成果を定期的に報告する場を設けることで、

活動の透明性を確保し、施設の利用に対する協力を強化することが期待されます。また、施設を利用させていただくにあたり、感謝の意を伝えるとともに、

地域貢献に役立つような活動も増やすことで、相互協力の基盤を築いていく方針となります。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 エ：面的・広域的な取組

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項 各自治体の役割

今後の課題と対応方針取組の成果

移動手段 事務局運営の方法

将来的に他市町村の生徒等の

参加の可否について検討する。

神奈川県の主催する「広域連携

担当者会議」への出席

神奈川県及び近隣1市5町の担当者と、今後の広域連携について協議を行った。

まず、広域連携の必要性やこれまでの課題について共通認識を深めるため、各自

治体の担当者との意見交換を実施した。協議では、具体的な連携の方向性や

実施可能な取り組みについて議論が行われ、地域間での情報共有の重要性に

対する意見が一致した。また、広域連携を円滑に進めるための具体的な体制構

築や、持続的な協力関係を築くための方法についても提案された。

神奈川県及び近隣1市5町の担当者と、今後の広域連携について協

議を行った。まず、広域連携の必要性やこれまでの課題について共通

認識を深めるため、各自治体の担当者との意見交換を実施した。協

議では、具体的な連携の方向性や実施可能な取り組みについて議

論が行われた。また、広域連携を円滑に進めるための具体的な体制

構築や、持続的な協力関係を築くための方法についても提案された。

検討中。 検討中。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

活動の詳細

令和5年に実施した、アンケート

に基づき、中学校の夏季休暇

中に「プログラミング教室」を実施

した。

参加人数 16人 指導者数 3人

属性 プログラミング教室

具体的な内容
運営を株式会社セガに委託し「ぷよぷよ」を活用して、生徒自らがゲームをプログラミングする事業
を行った。指導者にはプロのe-スポーツプレイヤーをお呼びし、生徒が学んでいる「プログラミング」が
将来どのように生かされるか教えていただいた。

子供の声
⚫ 終始集中して講師の話やプログラミングを楽しんでいました。質疑応答も多くの質問が上がりま
した。中にはプロプレイヤーに興味がある生徒やプログラミングを仕事にしたい生徒などが具体
的な質問をしていたことが印象的でした。

運営経費 295,900円
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組の成果

今後の課題と対応方針

プログラミング教室に参加した生徒は、終始集中して講師の話やプログ

ラミングを楽しんでいました。質疑応答も多くの質問が上がりました。中

にはプロプレイヤーに興味がある生徒やプログラミングを仕事にしたい生

徒などが具体的な質問をしていたことが印象的でした。

今後、事業を拡大していくにあたり、内容の充実は必要と考えている。令和5年度に実施したアンケートにおいて、生徒や保護者から既存の部活動にはな

い、種目に希望が集まった。今後、受益者負担を検討する中で既存の部活動にとらわれず、新しい種目や活動を取り入れ、事業の魅力向上につなげて

いきたい。新しい種目や活動に関しては、まず既存の部活動を地域移行させた後、事業の収益確保の一角として実践できるよう計画をしていきたい。



12

取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等①

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項 地域クラブに係る経費

■イニシャルコストの分析 ■ランニングコストの分析

持続的な運営に必要な受益者負担額の試算 収支バランス

本事業に係る会費の適切な設定・

徴収方法の検討や保護者負担経

費の調査検討を行う。

・特になし ●文命中学校部活動地域移行支援業務委託料

・管理料 1,653,300円

・サッカー部指導者派遣料 968,000円

・教職員兼職兼業 228,000円

●部活動地域移行 傷害保険

サッカー部（生徒） 235,125円

指導者分（サッカー部） 20,000円

現時点では、町費負担を軸としつつ、今後受益者負担について実施し

ていくか検討する。

国からの委託事業

2,381,300円

町費723,125円
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組の成果

今後の課題と対応方針

○運営主体の収支構造の内「傷害保険料」については、の保護者等が

負担してくよう検討する。

また、「文命中学校部活動地域移行支援業務委託料」については、生

徒に直接的に関連する部分ではないため

、国費や町の自主財源等を活用する。よって、

「傷害保険料」を受益者負担の対象に検証を行っていくこととする。

○スポーツ活動費に絞って、参加者に負担を求める場合であっても、参加者の一定の理解がなければ徴収が難しい。また、同時に実施主体が簡易に参

加料を徴収できる仕組みを併せて検討していく必要がある。

○運営主体の収支構造の内「傷害保険料」については、の保護者等が

負担してくよう検討する。

また、「文命中学校部活動地域移行支援業務委託料」については、生

徒に直接的に関連する部分ではないため

、国費や町の自主財源等を活用する。よって、

「傷害保険料」を受益者負担の対象に検証を行っていくこととする。

●文命中学校部活動地域移行支援業務委託料

・管理料 1,653,300円

・サッカー部指導者派遣料 968,000円

・教職員兼職兼業 228,000円

●部活動地域移行 傷害保険

サッカー部（生徒） 235,125円

指導者分（サッカー部） 20,000円
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

取組の成果

○中学校と連携し事業への協力及び施設の利用について優先利用できるよう調整を行い活動の中心をグラウンドで実施した。

○今後も学校や公共施設が継続的に場所を提供してもらえるよう事業周知を行う。また、その他公共施設も順次利用拡大できるよう調整していく。

○活動に必要な器具が学校内に存在することや、生徒の安全を確保するため、学校の施設を中心に事業の活動を実施するよう調整を行なった。

○中学校と連携し事業への協力及び施設の利用について優先利用できるよう調整を行った。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

●今後に向けて

開成町では、令和7年度、開成町部活動地域移行実施計画を策定し、現状の地

域移行した部活動に加え、5部活をクラブ化していく。その際に、上記で成果として挙

げられた、関係者間の理解促進や継続的な事業としていくための受益者負担等のス

キームを検討していく必要がある。

・事業を実施し、４月からサッカー部のクラブ化、計3

回の推進委員会の開催、毎月の関係者打合せを実

施した。夏季休暇中にはアンケートで希望の多かった

「プログラミング教室」を実施し、一定の参加及び評

価を得ることができた。

・関係者間で連携し、新しい指導者及び運営スタッ

フの確保をすることができた。また、学校や公共施設と

の連携も進み活動中の学校施設の優先利用が実

施できた。

・神奈川県主導の下、近隣市町との連携会議が設

けられた。今後広域連携の実現に向け協議を続けて

いく

・今後、継続的に事業を運営するため受益者負担も

検討していく、現段階では「傷害保険」を念頭に考え

ている。ただし、事業の理解や、簡易な集金システム

の検討も必要と考えられる。

・事業を実施するにあたり、運営者としての関係者理解のための打合せや、生徒やそ

の保護者に対する説明を丁寧に行ってきた。実施前後で大きなトラブルや意見の相違

等なく運営することができた。

・学校での施設利用について、事前に運営する際の備品の扱いや動線の確認等行っ

た。運営スタッフも施設をよく理解できたため運営がスムーズに行えた。また、行政が公

共施設利用に関して調整を行ったため、事業内容の理解が進みやすかった。

・広域連携について具体的な意見交換ができた。

・受益者負担について、負担していただく部分の明確化が行えた。また、導入していくに

あたっての関係者理解や集金スキーム構築の必要性が確認できた。
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参加者の声

2.実証内容と成果②

●参加者の声

中学２年生（など）

指導者に新しい楽器を教えてもらった。初めての挑戦であったが、すべきことが明確であったのでうまくできた。今後もこの楽器に挑戦したい。

中学３年生

専門的なことを教えてもらうことができる。

中学校３年生

ほかの中学校では、吹奏楽部がなくなることもあるよう。文命中は卒業生が後輩を教えるという伝統がある。今後も文命中学校には吹奏楽部を残してほしい。

指導者

これまで専門的な指導は他の教諭に聞くことができなかったが、指導者に相談することができるようになり、より深い活動が可能になった。
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2.実証内容と成果③

参考資料

広報資料

○事業周知のため年間を通じ、事業内容を記載したチラシの配布、生徒

保護者説明会、PTA総会、部活動説明会ににおいて事業説明を行った。

実際に参加する生徒の保護者には承諾書を提出いただいたのち参加して

いただくようにした。また、実施後、生徒にはインタビューを行い、地域移行

の感想、今後の展望等意見をいただいた。

【町広報誌への掲載】

出典:広報かいせい令和6年（2024年）6月号
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

広報かいせい令和6年（2024年）6月号

クラブ はじめ式 サッカー部 チームミーティング
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

記載例≫≫

●ステークホルダー

学校、スポーツクラブ、民間企業、町教委、総括コーディネーター、コーディネーター

●経過

令和5年度より検討委員会を設置し、開成町総合型スポーツクラブ

を運営団体とした新たな地域クラブ体制を令和６年までに構築する方針を定めた。

同年、学校、運営団体とコーディネーター、指導者、行政等で組織す

る打ち合わせ会を毎月実施し、令和6年度の実施計画の策定作成を進めた。

実施内容

令和６年４月からは町内１中学校の１部活動において月２～４回、休日の部活

動をクラブ化し実施している。

●実施にあたって生じた課題

事業理解の推進、運営事業費の確保

●実施内容、工夫した点 等

チラシ・町広報を活用した周知、各種説明会での事業説明

令和５年

協議会設置、
検討開始

記載例）
生徒、保護者へ
の説明

令和６年

受け皿団体や
指導者の選定、
拠点校の選定

記載例）
学校現場との
調整

地域クラブ活動
の開始

地域クラブ活動
の拡大
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

段階的な地域移行
の開始

運動部１
・サッカー部
文化部１
・吹奏楽部

全面実施
段階的な地域移行

運動部
４～５部活
計６～７部活

段階的な地域移行

運動部
４～５部活
計１１部活

計画・準備期間


	大磯町
	開成町



